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監査の結果に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、次のとおり公表する。 
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監査結果に基づく措置通知書 

 

監 査 の 種 類 
出資団体監査 

(公益財団法人堺市救急医療事業団) 

監 査 実 施 期 間 令和 5 年 8 月 1 日 ～ 令和 5 年 12 月 21 日 

措置を講じた部局等 
健康福祉局 健康部 健康医療政策課 

公益財団法人堺市救急医療事業団 

指 摘 事 項 等 措置内容 所管部課等  

２ 経理について   

(1) 会計規程では、有形固定資産の

減価償却は、法人税法に定める耐

用年数表に従い定額法で行うこと

とされている。また、機能追加等

の資本的支出を行った場合は、既

存資産と種類及び耐用年数を同じ

くする新たな資産を取得したもの

として減価償却を行う必要がある

とされている。 

しかし、令和 3 年 12 月に追加で

設置した耐用年数 6 年の防犯用の

ドームカメラ 1 台について、誤っ

て 既 存 の カ メ ラ の 残 存 耐 用 年 数

（令和 5 年 3 月末時点で 3 年 2 か

月）を基礎として減価償却を行っ

ていた。 

減価償却費の算出は、認識

誤りにより平成 31 年に取得し

た防犯カメラの残耐用年数 38

か月に合わせ減価償却を行っ

たものです。 

御指摘を受け、現在過大に

計上されている減価償却累計

額は、令和 5 年度の減価償却

費 の 計 上 額 で 調 整 い た し ま

す。 

今後は、規程に基づき適切

に減価償却を行います。 

公 益 財 団 法 人 堺

市 救 急 医 療 事 業

団 

   

３  財産管理について   

(1) 事業団では、切手の受払いを行

う際に、係、主査、事務局次長及

び事務局長の決裁を受ける切手受

払簿の様式を使用している。 

しかし、令和 5 年 9 月 13 日に実

地調査したところ、9 月中の受払

いについて、使用者の押印はある

ものの、事務局長以下全ての決裁

を全く受けていなかった。 

切手は、使用者が残数確認

を行い、第三者による確認や

決裁を受けずに使用していま

した。また、決裁は月末にま

とめて行っていました。 

御指摘を受け、様式を変更

し、使用に際しては別の職員

による確認を行い、決裁もそ

の都度行うように変更しまし

た。 

公 益 財 団 法 人 堺

市 救 急 医 療 事 業

団 
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４  事業運営について   

(1) 前回監査（令和元年度）の監査

結果として、医薬品の取扱ルール

の明文化とその適切な運用を求め

る旨の意見を付した。これに対し

て事業団は、棚卸マニュアルを策

定のうえ適切に管理していく旨の

措置を講じていた。 

しかし、棚卸マニュアルは策定

されていたものの、棚卸における

事務局の役割や年度末に行う一斉

棚卸の手順は定められておらず、

令和 5 年 3 月 28 日に実施した医薬

品の実地棚卸の結果では、こども

急病診療センターで 128 品目中 96

品目、泉北急病診療センターで 120

品目中 65 品目において実際残高

と帳簿残高とに差異が発生してい

た。 

差異の発生原因は、センター間

での移動や受払記帳漏れ等が可能

性として考えられるが、その原因

究明を行っていなかった。少なく

とも毎月の実地棚卸の時点で差異

の 原 因 究 明 を 行 う べ き で あ っ た

が、その時点でも原因究明を行っ

ていなかった。また、実地棚卸や

事務局による実地確認の頻度を見

直すなど適正に医薬品を管理する

ための対策も講じていなかった。 

医薬品の管理は、令和 2 年

度 に 棚 卸 マ ニ ュ ア ル を 策 定

し、棚卸結果資料の様式を見

直し、実際の棚卸在庫量との

差が明確になるよう改めまし

た。しかし令和 4 年度は、大

阪府の要請による臨時発熱外

来の開設に伴い患者数が急増

する中、医薬品の供給不足か

ら、急病診療センター間での

移動や薬剤師会の協力による

調剤薬局からの譲り受け等、

医薬品の確保に努めました。

臨時発熱外来開設時の繁忙期

であったため、適切な移動報

告が行えず、差異が生じまし

た。 

御指摘を受け、医薬品移動

連絡票を作成して、センター

間の出入庫管理を行っていま

す。 

今後は、事務局による実地

確認の頻度を見直し、事務局

が把握している理論数値と突

合し、また、その都度差異の

原因究明を行うなど、適正な

医薬品の管理に努めます。 

公 益 財 団 法 人 堺

市 救 急 医 療 事 業
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［委託業務の業者選定について（意

見）］ 

  

契約事務規程において、事業団

は、予定価格が 100 万円を超える

委託業務（以下「委託業務」とい

う。）の業者選定時には一般競争入

堺市急病診療センター洗濯

業務は、隣接する堺市立総合

医療センターが行った一般競

争入札の落札業者を含めた計

公 益 財 団 法 人 堺

市 救 急 医 療 事 業

団 
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札を原則とし、一定の条件を満た

せば随意契約又は指名競争入札に

より業者選定を行うことができる

とされている。 

しかし、堺市急病診療センター

洗濯業務及び堺市急病診療センタ

ーレセプト点検業務について、予

定価格が 100 万円を超えているに

もかかわらず、一般競争入札では

なく、見積合わせ又は指名競争入

札によって業者選定を行っていた

が、その業務の契約にかかる決裁

文書に一般競争入札を実施しない

理由及び根拠が記載されていなか

った。 

委託業務の特殊性・専門性、発

注時期や規模及び近隣の医療機関

等の状況により、一般競争入札以

外の方が合理的な業者選定になる

ことも当然考えられるが、その場

合には、特に、規程に基づいた適

正な事務であることに疑義が生じ

ないようにする必要がある。この

ことから、委託業務について、合

理的な契約方法を十分に検討した

うえで、一般競争入札以外の方法

により業者選定を行う場合には、

規程に定める一定の条件を満たし

ていることの根拠を書面上でも明

確にするなど、事務手続を適切に

行われたい。 

3 者の見積合せにより契約を

行っており、一定の競争性が

あると認識していました。 

また、レセプト点検業務は、

これまで辞退者も多かったた

め、以前に受注した実績があ

る業者 2 者、今年度受注して

いる業者 1 者の計 3 者による

指名競争入札を実施していま

した。 

今後は、規程に基づいた適

正な事務となるよう、決裁文

書に根拠等の内容を明確に記

載し、次回は、一般競争入札

を含め手法を検討します。 

 

 


